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北秋田市水道事業窓口業務委託 

（応募型プロポーザル方式） 

 
 

実施要領 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年９月 

 

北秋田市建設部上下水道課 
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北秋田市水道事業窓口業務委託応募型プロポーザル方式実施要領 
 
 

第１章　一般事項 
 
（目的） 
第１条　この要領は、北秋田市水道事業窓口業務委託（以下「業務委託」という。）を実施

するにあたり、応募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により受託事

業者を選定するために必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（定義） 
第２条　プロポーザルとは、業務委託に関する業務提案を公募し、業務に対する意欲、技

術的能力等の審査を行い、最も優れていると認められる者を選定する方式をいう。 
 
（業務委託の内容） 
第３条　業務委託の内容は、次のとおりとする。 

　（１）　窓口業務 

　（２）　検針業務 

　（３）　開閉栓業務 

　（４）　検満メーター情報管理業務 

　（５）　調定、更正業務 

　（６）　収納業務 

　（７）　滞納整理、水道給水停止業務 

　（８）　電子計算機処理業務 

　（９）　給水装置の管理補助業務 

　（10）　下水道受益者負担金等調定収納補助業務 

　（11）　事務引継ぎ業務（業務委託期間の満了時又は契約解除の場合） 

　（12）　その他付随業務 

 

（参加資格要件） 

第４条　参加を申込む事業者に必要とされる資格要件は次のとおりとする。 

（１） 単独事業者であること。ただし、一部の再委託は市長が承認した場合に限り

認めることとする。 

（２） 類似業務で５年以上の受託実績があること。 

（３） 令和５・６年度における北秋田市の入札参加資格者（物品及び役務の提供等）

であること。 
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（４） 情報セキュリティマネジメントシステムＩＳＭＳ（ＩＳＯ２７００１）又は

プライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）など、第三者機関の審査による

認証を本業務の公告日において取得していること。 

（５） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しな

い者であること。 

（６） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立て及

び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをし

ていない者又は再生手続をしていない者であること。 

（７） 税に滞納がないこと。 

（８）この公告日において、北秋田市から指名停止の措置を受けていない者。 

　（９）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号）第２条第２号の規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団若しく

はその構成員の統制下にある者でないこと。 

　（10）暴力団の構成員及びその利益となる活動を行ったことがある者が含まれていな

いこと。 

 
（参加申込事業者の公募） 
第５条　参加申込事業者の公募は、北秋田市ホームページ掲載により行う。 

　 
（プロポーザルへの参加申込） 
第６条　プロポーザルへの参加申込方法は、応募型プロポーザル方式参加申込書（以下「参

加申込書」という。）（様式第１号）に次の書類を添付し、持参又は郵送での提出とす

る。 

（１）登記簿謄本登記事項証明書 

（２）納税証明書 

　　　北秋田市内に本社及び支店、営業所を有する事業者 

　　　　北秋田市税：滞納がない証明 

　　　　秋田県税：秋田県税に係る徴収について未納がない証明書 

　　　　国　　税：「法人税」、「消費税及び地方消費税」について未納がない証明書（そ

の３の３） 

　　　北秋田市内に本社及び支店、営業所を有しない事業者 

　　　　国　　税：「法人税」、「消費税及び地方消費税」について未納がない証明書（そ

の３の３） 

（３）水道料金等徴収業務の実績調書 

受託実績の中には第４条（参加資格要件）（２）を満たす実績が含まれているこ

と。 
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（４）情報セキュリティーに関する第三者認証の認証登録証の写し、又はそれに類す

る書類 

（５）会社概要（資本金、売上高、社員数、本・支店、営業所拠点など）がわかるも

の（会社案内等のパンフレットでも可） 

　（６）暴力団排除に関する誓約書（様式第２号） 

※（３）（５）は任意様式とする。 

 
（業務提案書の提出） 
第７条　業務提案書の提出方法は、別紙「実施説明書１３.業務提案書の記載内容」で示

す項目について作成し、業務提案書（様式第３号）（以下「所定の表紙」という。）を

付けて提出期間内に提出する。 

（１）業務提案書は、日本工業規格Ａ４版サイズとし、Ａ３版サイズを使用する場合

は、折り綴りとする。 

（２）業務提案書には所定の表紙の他、目次ページを付加し、各ページにページ番号

を付ける。 

（３）所定の表紙の裏面には目次や提案内容などは記載しない。 

（４）提出は、持参又は郵送とし、電子記録媒体及び電子メールでの提出は認めない。 

　（５）提出部数は、正本１部、副本５部とする。 

　（６）業務提案書には提案見積額などの金額は記載しない。 

　（７）提出された業務提案書は返却しない。 

　（８）提出場所は、北秋田市建設部上下水道課とする。 

 
（質問書の受付と回答） 
第８条　質問書の受付方法及び回答方法は次のとおりとする。 
　（１）業務提案書の作成に係る質問書の提出方法は、電子メールでの受付とする。 

質問者は質問書受付期限内に質問書（様式第４号）を電子メールで送信した後、

下記担当者まで電話で連絡し必ず受信の確認をとること。 

　　　電子メールアドレス：keiei@city.kitaakita.akita.jp  

担　　　　　　　当：上下水道課　日下部（ﾋｶﾍﾞ）まで 

電 話 番 号：0186-72-5239 

　（２）参加事業者から質問があった場合は、質問の内容及び回答をすべての参加事業

者に対し、業者名を伏せて回答期限内までに電子メールで回答する。 

 
（プロポーザルの辞退） 
第９条　参加事業者はいつでもプロポーザルの参加を辞退することができる。辞退方法

は参加辞退届（様式第５号）を持参又は郵送する。 
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第２章　審査方法等 
 
（選考委員会の設置） 
第１０条　業務委託をするにあたり、参加申込事業者を公平かつ公正に評価するため、北

秋田市水道事業窓口業務受託事業者選考委員会（以下、「選考委員会」という。）を設置

する。 
 
（選考委員会） 
第１１条　選考委員会の委員は、別に定める。 
２　選考委員会に委員長及び副委員長を置く。 
３　委員長は、委員会を招集し、統括する。 
４　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代理する。 
５　選考委員会の委員の任期は、委託業務契約を締結した日までとする。 
６　選考委員会の庶務は上下水道課が行う。 
 
（参加資格要件の審査） 
第１２条　上下水道課は、提出された参加申込書等により参加資格の適否を決定するとと

もに、選考委員会に報告し、選考委員会はその報告を受け審査する。 
２　市長は、前項の審査結果を応募型プロポーザル方式参加資格確認通知書（様式第６号）

により通知する。この場合において、参加資格を有すると認められなかった者について

は、その理由を付するものとする。 
 
（業務提案書等の評価） 
第１３条　業務提案書による評価は、業務提案書の的確性、業務実施体制の妥当性、業務

提案書に示された実施業務手順の妥当性、効率性、収納率向上対策及び地域貢献の度合

い、提案内容の根拠等を基準とする。 
 
（プレゼンテーションの実施） 
第１４条　選考委員会は、上下水道課による第１次評価において参加資格を有すると認め

られた者によるプレゼンテーションで第２次評価を実施する。プレゼンテーションにつ

いては、次のとおりとする。 
（１）業務提案書に基づく提案業務の妥当性を評価する。 
（２）参加要請は、プレゼンテーション参加要請書（様式第７号）により参加事業者に

通知する。 
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（３）参加できる人数は１参加事業者あたり３人までとし、（２）の通知を受けた後、

参加事業者は出席予定者の氏名を担当までＦＡＸ又は電子メールで報告する。報告

様式は任意様式とする。 

（４）所要時間は１参加事業者あたり５０分とし、時間配分は、プレゼンテーションが

４０分、質疑応答を１０分とする。 

（５）参加要請をしない事業者にはプレゼンテーション非選定通知書（様式第８号）に

より通知する。なお、審査の内容、非選定理由等の説明要求はできない。 

（６）提出された業務提案書に基づいて行い、新たな提案や資料の提供はできない。 

 
（受託候補者の選考） 
第１５条　選考委員会は受託候補者を選考する。受託候補者の選考方法は、業務提案書、

プレゼンテーションの内容等及び提案見積額について総合的に判断して選定する。 

ただし、業務提案書の内容等によって委託業務の目的を達成することができないと

判断された場合は、受託候補者を選定しない場合がある。 

 
（受託候補者の結果通知） 
第１６条　市長は、前条の報告を受け、受託候補者を決定し通知する。通知方法は、次の

とおりとする。 
（１）市長による受託候補者決定後、各参加事業者に対しプロポーザルの結果を書面で

通知する。 

（２）受託候補者への通知は受託候補者決定通知書（様式第９号）により通知し、選定

されなかった参加申込事業者には非選定結果通知書（様式第１０号）により通知す

る。 

（３）受託候補者に選定されなかった参加事業者は、非選定の理由説明を要求すること

ができる。ただし、他の参加事業者に係る説明要求はできない。 

（４）非選定の理由説明要求書の提出方法は、ＦＡＸとし、任意様式とする。 

（５）市長は非選定の理由説明の要求を受けた場合は、その非選定事業者の評価点及び

順位に限り書面で交付する。 

（６）非選定の理由説明書の交付方法は、ＦＡＸとする。 

 
 

第３章　契約その他 
 
（委託業務契約） 
第１７条　市長は、受託候補者に決定した者と契約条件について協議のうえ、北秋田市財

務規則（平成 17 年規則第 38 号）及び関係法令に基づき、受託候補者と随意契約を締結
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する。 
２　委託業務契約の条件等については、業務提案書の内容を基本として、北秋田市と受託

候補者との協議により定め、仕様書等を補正するものとする。 
３　市長は、協議の結果、円滑に委託業務を履行できないと認められた場合には、契約を

締結しない。 
４　受託事業者は、円滑に受託業務を行うことができるように自らの責任において準備を

行い、準備に必要な経費を負担するものとする。ただし、市長が必要と認められる場合

には、経費の負担に関し受託事業者と協議するものとする。 
 
（参加資格等の取り消し） 
第１８条　市長は、参加事業者が次の各項に該当した場合、参加資格又は受託候補者と

決定した事業者に対し、プロポーザルへの参加資格の決定又は受託候補者の決定を取

り消すことができる。 

（１） 業務提案書の作成に関して不正行為が認められる場合 

（２） 業務提案書の内容に瑕疵や偽装があった場合 

（３）委託業務契約前に北秋田市から指名停止となった場合 

（４）定められた期日までに、関係書類等を提出しなかった場合 

（５）提出された業務提案書に金額の記載があった場合 

（６）プロポーザル関係者と不正な接触等を行った場合 

 
（次順位者との交渉） 
第１９条　市長は受託候補者が業務委託契約を履行することができない事由が生じた場合、

プロポーザルにおいて次順位以下となった参加申込事業者のうち、順位が上位だった者

から当該業務委託について交渉を行うことができる。 
 
（委任） 
第２０条　この要領に定めるもののほか、プロポーザルの実施に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 
 
　附　則 
（施行期日） 
１　この要領は、令和６年９月２日から施行する。 
 
（要領の廃止） 
２　この要領は、受託候補者が当該業務委託契約を締結した日をもって廃止する。 


